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平成２０年度主要な政策に係るモニタリング調書 
 

                 政策所管（政策評価担当）部局課室名 行政管理局企画調整課、

行政手続・制度調査室、行政情報システム企画課 

評 価 年 月  平成２０年７月 

１ 政策等 

〔政策名〕 

政策２ 適正な行政管理の実施 

〔政策の基本目標〕 

○ 簡素で効率的な政府を実現するために、国の行政組織等の減量・効率化に向けた、機構・定

員等の審査に関する取組を進めていく。 

○ 行政の透明性の向上と信頼性の確保を図るため、行政手続制度及び行政不服審査制度の適正

かつ円滑な運用を図る。特に、行政不服審査法は、改正法が成立した場合、その施行のための

準備を行い、新制度への円滑な移行を確保する。 

○ 行政の透明性の向上と信頼性の確保を実現するため、国の行政機関等の情報公開・個人情報

保護制度の適正かつ円滑な運用を図る。 

〔次回評価実施予定年度〕 

平成２１年度（評価対象年度平成１９～２０年度） 

 

２ 指標等の進捗状況 

 ○「あらかじめ目標(値)を設定した指標」 

 

指標等 目標値 目標年度 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

定 員 の 合

理 化 進 捗

率 
 

16 年度末定
員の 10％以
上を定員合理

化（△33,230
人） 
 

 

 

20 年 度

（21 年度
末定員） 
 

閣議決定した目標

が着実に進捗して

いるか。 

38.2％ 

(△12,679 人)

60.0％ 

(△19,901 人) 

80.8％ 

(△26,864 人)

定 員 の 純

減 目 標 達

成率 
 

18 年度から
22 年度まで
の ５ 年 間 で

5.7％以上（△
18,936 人 以

上）の純減を

確保 
 

 

 

 

21 年 度

（22 年度
末定員） 
 

閣議決定した目標

が着実に達成され

ているか。（実施時

期が特定している

ものがあり、進捗は

単純年割とはなら

ない） 

7.9％ 

(△1,502 人)

19.2％ 

(△3,631 人) 

40.9％ 

(△7,753 人)

※（ ）内は、定員合理化数で累計。

※（ ）内は、純減数で累計。
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 ○「参考となる指標その他の参考となる情報」 

指標等 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

機構の新設・改

正・廃止、定員の

設置・増減・廃止

等の審査状況 

行政組織等の減量・効

率化が計画的・積極的

に推進されているか。

機構については、機構の肥大化を抑止しつつ、新

たな政策課題に対応すべく、平成 18 年度審査にお

いて防衛庁の内部部局等の再編等、平成 19 年度審

査において統計委員会の設置（統計審議会の廃止）

等、平成 20 年度審査において観光庁及び運輸安全

委員会の設置（海難審判庁、船員労働委員会、航空・

事故調査委員会等の廃止）等を認めることとした。

 定員については、５年間で▲5.7％以上の純減目

標の達成に向け、平成 18 年度審査において▲1,502

人、平成 19 年度審査において▲2,129 人、平成 20

年度審査において▲4,122 人の定員純減を行うこと

とした。 

行政手続制度の運

用状況 

国及び地方公共団体

において、行政手続制

度が適正かつ円滑に

運用されているか。 

 

① 17 年６月に意見公募手続（パブリックコメン

ト）等の法制化を内容とする「行政手続法の一部を

改正する法律」が成立し、18 年４月より施行。 

② 18 年～19 年に開催された「行政不服審査制

度検討会」最終報告を踏まえ、一定の処分等を求め

る制度及び違法な行政指導の中止を求める制度の

創設等を内容とする「行政手続法の一部を改正する

法律案」を国会に提出。 

③ 行政手続法の施行状況に関する調査は、３年

周期で実施しており、17 年度～19 年度の状況は 20

年度に調査を実施する予定である。 

④ 法令適用事前確認手続（ノーアクションレタ

ー制度）については、19 年６月に対象法令の範囲の

拡大や照会者名を原則非公表とすること等を内容

とする制度改正を実施。同手続による回答結果の公

表が行われた件数は、17 年度は８件、18 年度は 11

件となっている。 

行政不服審査制度

の運用状況 

国及び地方公共団体

において、行政不服審

査制度が適正かつ円

滑に運用されている

か。 

 18 年～19 年に開催された「行政不服審査制度検

討会」最終報告を踏まえ、不服申立ての種類の一元

化・審理の一段階化、審理員による審理手続の導入、

行政不服審査会への諮問手続の導入、標準審理期間

の設定、争点及び証拠の整理手続の導入等制度全般

に及ぶ抜本的改正を内容とする「行政不服審査法

案」を国会に提出。 
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指標等 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

 行政不服審査法等の施行状況に関する調査の結

果をみると、平成 17 年度における行政不服審査法

に基づく不服申立ての件数は、国の行政機関に対す

るものが 19,983 件、都道府県及び市区町村に対す

るものが 10,937 件となっている。 

 なお、18 年度における状況は、現在取りまとめ中

であり、19 年度の状況についても調査を実施する予

定である。 

審査基準、標準処

理期間及び処分基

準の設定・公表状

況 

審査基準、標準処理期

間及び処分基準が設

定されているか。され

ていない場合は、どの

ような理由であるか。

また、設定されている

場合は、公表が行われ

ているか。 

 上記のとおり、３年周期で実施している行政手続

法の施行状況に関する調査を 20 年度に実施する予

定であり、同調査により 17 年度～19 年度における

審査基準の設定・公表状況を把握することとしてい

る。 

国の行政機関及び

独立行政法人等に

おける情報公開制

度の運用状況 

国の行政機関及び独

立行政法人等におけ

る情報公開制度が、適

正かつ円滑に運用さ

れているか。 

 平成 18 年度の行政機関情報公開法等の施行状況

調査の結果をみると、平成 17 年度の開示請求件数

は 83,126 件、平成 18 年度は 54,246 件となってい

る（平成 19 年度については、現在調査中）。減少の

主な原因としては、所得税法等の規定に基づく公示

制度が廃止になり、国税庁に対する公示関連の開示

請求が減少したことが考えられる。 

国の行政機関及び

独立行政法人等に

おける個人情報保

護制度の運用状況 

国の行政機関及び独

立行政法人等におけ

る個人情報保護制度

が、適正かつ円滑に運

用されているか。 

 平成 18 年度の行政機関個人情報保護法等の施行

状況調査の結果をみると、 

（１） 監査を実施した行政機関数は、平成 17 年度

が 28、平成 18 年度が 39、独立行政法人の

数は平成 17 年度が 123、平成 18 年度が 176

となっている。 

（２） 点検を実施した保護管理者の割合は行政機

関では平成 17 年度が 96.5%、平成 18 年度が

97.5%、独立行政法人では平成 17 年度が

92.3%、平成 18 年度が 95.4%となっている。

（３） 教育・研修の回数は、行政機関では平成 17

年度が 5,148 回、平成 18 年度が 6,579 回、

独立行政法人では平成 17 年度が 729,841

回、平成 18 年度が 714,392 回となっている。
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指標等 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

（４） 個人情報の漏えい等事案の発生状況は、一

部省庁、一部公社における大幅な件数の増

加により、行政機関では平成 17 年度 320 件

が、平成 18 年度は 530 件となり、独立行政

法人では平成 17 年度 855 件が平成 18 年度

は 1,277 件となった。 

（５） 上記のほぼ全ての漏えい等事案について、

再発防止策が措置されている。 

（６） 開示請求について、行政機関では、平成 17

年度が 64,618 件、平成 18 年度が 74,817 件

となっており、独立行政法人では平成 17 年

度が 5,092 件、平成 18 年度が 1,320 件とな

っている。 

（７） 訂正請求について、行政機関では、平成 17

年度が 7件、平成 18 年度が 4件となってお

り、独立行政法人では平成 17 年度が 6件、

平成 18 年度が 22 件となっている。 

（８） 利用停止請求について、行政機関では、平

成 17 年度が 5 件、平成 18 年度が 0 件とな

っており、独立行政法人では平成 17 年度が

4件、平成 18 年度が 16 件となっている。 

 

３ その他特記事項 

 なし 
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平成２０年度主要な政策に係るモニタリング調書 
 

政策所管（政策評価担当）部局課室名 自治行政局 総務室、行政課、合併推進課、 

行政体制整備室、公務員部給与能率推進室、自治財政局公営企業課    

評 価 年 月  平成２０年７月 

１ 政策等 

〔政策名〕 

政策４ 分権型社会にふさわしい地方行政体制整備等 

〔政策の基本目標〕 

  分権型社会に対応した地方制度・地方行政体制の整備等の推進 
〔次回評価実施予定年度〕 

平成２１年度（評価対象年度平成１９～２０年度） 

 

２ 指標等の進捗状況 

 ○「参考となる指標その他の参考となる情報」 

指標等 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

地方分権改革

推進法に基づ

く地方分権の

推 進 の 状 況

（地方分権改

革推進委員会

の検討状況） 

 

地方分権改革推進法に

基づき、政府として必要

な法政上又は財政上の

措置等を定めた「地方分

権改革推進計画」を作成

するために適切に検討

されているか。 

 

平成１９年４月１日に発足した地方分権改革推進

委員会において、平成１９年１１月１６日に国の義

務付け・枠付け、関与の徹底的な見直しの方向や、

個別の行政分野・事務事業について見直しの具体的

な方向性を示す「中間的な取りまとめ」が取りまと

められた。 

また、平成２０年５月２８日には、「第１次勧告」

が取りまとめられ、「中間的な取りまとめ」で示され

た個別の行政分野ごとに抜本的な見直しの内容が示

されている。 

地方公共団体

における集中

改革プラン等

の取組状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方公共団体における

行政運営の質の向上な

どのための、「集中改革

プラン」の策定及び公表

は進んでいるか。 

また、地方公共団体にお

ける行政の公正の確保

及び透明性の向上など

のための、情報公開条例

及び行政手続条例の制

定、意見公募手続制度の

導入は進んでいるか。 

集中改革プランの公表状況 

－ 都道府県      45 団体  95.7％ 

政令市        15 団体   100％ 

市区町村   1,542 団体  84.4％ 

計         1,602 団体  84.8％ 

(H18. 7.31 現在) 

都道府県      46 団体  97.9％

政令市        17 団体   100％

市区町村   1,798 団体  99.3％

計         1,861 団体  99.3％

(H19. 9. 1 現在)

情報公開条例（要綱等）の制定状況 

都道府県    47 団体  100％ 

政令市      14 団体  100％ 

市区町村 2,319 団体 96.5％ 

計       2,380 団体 96.6％ 

(H17. 4. 1 現在)

都道府県      47 団体   100％ 

政令市        15 団体   100％ 

市区町村   1,807 団体  98.9％ 

計         1,869 団体  98.9％ 

(H18. 4. 1 現在) 

都道府県      47 団体   100％

政令市        17 団体   100％

市区町村   1,798 団体  99.3％

計         1,862 団体  99.4％

(H19. 4. 1 現在)



- 290 - 

指標等 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

  行政手続条例（規則等）の制定状況 

都道府県    47 団体  100％ 

政令市      13 団体  100％ 

市区町村 2,516 団体 99.4％ 

計       2,576 団体 99.4％ 

(H17. 3.31 現在)

都道府県      47 団体   100％ 

政令市        15 団体   100％ 

市区町村   1,818 団体  99.6％ 

計         1,880 団体  99.6％ 

(H18.10. 1 現在) 

都道府県      47 団体   100％

政令市        17 団体   100％

市区町村   1,804 団体  99.9％

計         1,868 団体  99.9％

(H19.10. 1 現在)

意見公募手続制度の制定状況 

都道府県    43 団体 91.5％ 

政令市      10 団体 71.4％ 

市区町村     － 

計            － 

(H17. 4.30 現在)

都道府県      43 団体  91.5％ 

政令市        12 団体  80.0％ 

市区町村     316 団体  17.3％ 

計           371 団体  19.7％ 

(H18.10. 1 現在) 

都道府県      43 団体  91.5％

政令市        15 団体  88.2％

市区町村     547 団体  30.3％

計           605 団体  32.4％

(H19.10. 1 現在)

地方公営企業

の経営改善 

「地方公営企業の経営

の総点検について」（平

成16年4月13日総財公

33 号）、「地方公共団体

における行政改革の推

進のための新たな指針

の策定について」（平成

17年 3月 29日総行整第

11 号）を参考に記述 

・中長期的な経営計画が

策定されているか 

地方公営企業分野における効果的・効率的な行政体

制を整備・確立するためには、経営に関する中長期

的な計画を策定した上で、経営基盤の強化等に取り

組むことが必要であることから、各団体における当

該計画の策定状況等を調査及び公表することによっ

て、改善を促した。 

※中長期的な経営計画の策定状況 

 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 

策定率 64.2％ 80.6％ 83.9％ 

・一般会計と一体的に策定している団体についても、

「中長期的な経営計画」の策定団体としている。

・平成 19 年度における「中長期的な経営計画」の策

定団体の内訳は以下の通り。 

 【都道府県】    47 団体/  47 団体 

 【政令指定都市】  17 団体/  17 団体 

 【市町村等】   1,498 団体/ 1,797 団体 

 【合計】     1,596 団体/ 1,861 団体 

 

住民基本台帳

の法改正の効

果（閲覧件数

の変化等） 

 

 

 

閲覧や写しの交付請求

について、個人情報保護

に十分留意した制度と

して再構築されている

か。また、そのために必

要な措置を行っている

か。 

閲覧制度については、17 年度に「住民基本台帳の閲

覧制度等のあり方に関する検討会（座長：堀部政男

一橋大学名誉教授）」において、制度の見直しについ

て検討し、18 年度に法改正を踏まえ地方公共団体に

対する説明会を実施。写しの交付制度については、

18 年度に「住民票の写しの交付制度等のあり方に関

する検討会（座長：堀部政男一橋大学名誉教授）」に
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指標等 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

 

 

 

 

 

おいて、制度の見直しについて検討し、19 年度に法

改正を踏まえ地方公共団体に対する説明会を実施。

なお、閲覧件数については、法改正前及び法改正後

の状況について調査中である。 

市町村合併の

件数 

市町村の行財政基盤を

一層強化するための市

町村合併が、どの程度進

捗しているか。 

３２５件 

（関係市町村 

1,025 団体） 

１２件 

（関係市町村 

29 団体） 

６件 

（関係市町村

17 団体） 

合併後の市町

村数 

同上 

 

1,821 団体 

（H18.3.31） 

1,804 団体 

（H19.3.31） 

1,793 団体 

（H20.3.31） 

1 万人未満の

団体数 

同上 489 団体 

(12 国調) 

495 団体 

(17 国調) 

488 団体 

(17 国調) 

合併補助金を

活用した事業

数 

合併後の市町村のまち

づくり等に対する財政

支援措置がどの程度活

用されているか 

3,031 事業 

（221 市町村）

 

2,548 事業 

（392 市町村） 

2,379 事業 

（394 市町村）

合併特例債を

活用した事業

数 

同上 2,523 事業 

（361 市町村）

 

4,685 事業 

（517 市町村） 

調査中 

合併推進方策

の検討状況 

旧合併特例法の下で進

展した市町村合併等の

状況を踏まえ、市町村合

併に関する効果・課題等

についての研究が進め

られているか 

１７年度から始まった「市町村の合併に関する研究

会」において、１７年度は主として合併による経費

削減効果の推計を行った。１８年度は合併法定協議

会運営マニュアルの策定や合併市町村の取組の実態

についての調査、大都市部における市町村合併の推

進のための課題・検討の視点の整理等を行い、それ

ぞれ報告書を作成した。１９年度は平成の合併の評

価・検証・分析を行った。 

合併市町村の

取組の状況 

 

 

 

 

 

 

 

合併市町村において合

併による住民サービス

の維持・向上が図られて

いるか 

 

 

 

 

 

・平成１１年４月１日～平成１８年４月１日の間に

合併した５５８市町村のうち４３０市町村で、合併

を契機に①合併しなければ実現が容易でなかったと

考えられる専門的なサービス等の実施、②合併前に

一部の市町村で行われていたサービスを全域に拡大

することによる旧市町村間の格差是正、③旧市町村

の境界を越えた公共施設等の広域的利用などにより

住民サービスの充実に取り組んでいる（平成１１年

４月１日～平成１８年４月１日の間に合併した 558
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指標等 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

  市町村を対象とする平成１８年７月１日現在の実態

調査より） 

・合併により豊富になった地域資源のネットワーク

化により、広域的な地域活性化に向けた新たな取組

みの始まりや、合併市町村の周辺部の振興のため、

地域単位のイベントや祭りの実施、地域の伝統・文

化の保存・継承、旧市町村単位の住民組織等への支

援などが実施されている（上記調査より） 

・規模の拡大により住民の声が届きにくくなる等の

懸念に対処するため、３４５市町村において既存の

地域組織に対する支援を行っているほか、１００市

町村において新たなコミュニティ組織等の設置を行

っている（上記調査より） 

合併市町村の

行政体制整備

の状況 

合併市町村において合

併による行政基盤の強

化が進められているか 

・平成 11 年４月１日～平成 18 年４月１日の間に合

併した５５８市町村のうち４７４市町村において、

経営中枢部門の強化や組織の充実・専門化が行われ

ているほか、税の徴収部門や監査委員事務局の独立

など適正な事務執行のための体制が強化されてい

る。また、助産師や保健市など、旧市町村では配置

できなかった専門職員の配置が実現した合併市町村

もある（平成 11 年４月１日～平成 18 年４月１日の

間に合併した558市町村を対象とする平成18年７月

１日現在の実態調査より） 

・行政評価の導入など、適切な行政運営のための条

件が整備されつつある（平成 19 年 10 月１日現在の

総務省調査を参考） 

・適切な職員配置や出先機関・外郭団体の見直しな

どにより、職員総数・人件費の削減に取組んでいる

【集中改革プラン定員純減目標（H19.9.1 現在）】 

合併市町村：▲８．７％ ⇔ 未合併市町村：▲７．

６％ 

・全体として職員数を削減する中で、商工労働・民

生部門等へ適切な職員配置が行われている（総務省

調査：平成 11～14 年度に合併した８団体について、

定員管理調査をもとに、合併前後における部門別職

員数の増減率を算出） 
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指標等 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

地方公共団体

の人事制度改

革の状況（任

期付採用の実

施団体） 

 

公務の能率的かつ適正

な運営を確保するため、

職員の任用・勤務形態の

多様化の取組が進めら

れているか。 

９１団体 

(７月１日現在)

１２４団体 

(４月１日現在) 

１６０団体 

(４月１日現在)

地方公務員数

の推移 

地方公共団体において、

地方公務員数の抑制に

着実に取り組み、積極的

な行政改革の推進に努

めているか。 

3,042,122 人 

※( )対前年比 

2,998,402 人 

(-1.4%) 

2,951,296 人 

(-1.6%) 

職　員　数 対前年
増減数

９ 3,267,118 -7,363 -0.2
１０ 3,249,494 -17,624 -0.5
１１ 3,232,158 -17,336 -0.5
１２ 3,204,297 -27,861 -0.9
１３ 3,171,532 -32,765 -1.0
１４ 3,144,323 -27,209 -0.9
１５ 3,117,004 -27,319 -0.9
１６ 3,083,597 -33,407 -1.1
１７ 3,042,122 -41,475 -1.3
１８ 2,998,402 -43,720 -1.4
１９ 2,951,296 -47,106 -1.6

※各年4月1日現在

年
総　　　数(人） 対前年

増減率
(%)

 

ラスパイレス

指数の状況 

国家公務員と比較した

地方公務員の給与水準

は、前者の俸給と後者の

給料の比較である「ラス

パイレス指数」により把

握される。 

公表された各地方公

共団体のラスパイレス

指数を活用して、住民及

び地方公共団体がその

水準を判断・検証するの

に役立てているかどう

か。 

98.0 98.0 98.5 

 
平成１９年４月１日現在における国を 100 とした一

般行政職のラスパイレス指数は全地方公共団体の平

均で 98.5 となっており、平成 16 年より４年連続で

国家公務員の水準を下回っている。 
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指標等 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

給与制度・運

用の適正化状

況 

 

 

 

各地方公共団体におい

て、住民の理解と納得を

得るため、給与の適正化

に取り組んでいるか。 

給与情報等公

表システムに

よる公表状況 

 

 

各地方公共団体におい

て、給与情報等公表シス

テムによる給与・定員管

理に関する情報の公表

が実施され、当該情報に

ついて透明性が確保さ

れるとともに団体間の

比較・分析が可能となっ

ているか。 

 

※「市区町村」欄は、指定都市を除く。

1,774団体(94.7%) 1,808団体(97.0%)合　計 1,618団体(85.6%)
平成18年度 平成19年度

都道府県
政令指定都市
市区町村

47団体(100%)
17団体(100%)

1,744団体(96.9%)

47団体(100%)
15団体(100%)

1,712団体(94.5%)

平成17年度

47団体(100%)
14団体(100%)

1,557団体(85.1%)

 

人材育成基本

方針の策定状

況 

 

 

 

 

 

各地方公共団体におい

て、求められる職員像、

人材育成の方策等を明

確にした人材育成基本

方針が策定され、地方行

政を担う人材の育成・確

保のための取組が実施

されているか。 

 

○平成19年4月1日現在 （単位：団体数、％）

策定済
未策定

合計
指定都市都道府県

46(97.9%)
47(100%) 17(100%)

562(31.0%)

合　計

1,311(70.0%)
563(30.0%)

市区町村
1,874(100%)1,810(100%)

17(100%)
0(0%)１(2.1%)

1,248(69.0%)

○平成18年4月1日現在

※「市区町村」欄は、指定都市を除く。

46(97.9%) 14(93.3%) 1.003(54.9%) 1,063(56.2%)
合計

未策定 １(2.1%) 1(6.7%) 825(45.1%) 827(43.8%)

都道府県 指定都市 市区町村 合　計

策定済
47(100%) 15(100%) 1,828(100%) 1,890(100%)

  

３ その他特記事項 

  なし 



平成２０年度主要な政策に係るモニタリング調書  
 

政策所管（政策評価担当）部局課室名 情報通信政策局情報通信政策課 

情報通信政策課、情報通信利用促進課 

情報通信作品振興課、情報流通高度化推進室 

総合通信基盤局電気通信事業部データ通信課 

総合通信基盤局電波部移動通信課 

 

評 価 年 月  平成２０年７月 

１ 政策等 

〔政策名〕 

政策１１ 情報通信技術高度利活用の推進 

〔政策の基本目標〕 

社会・経済のＩＣＴ化の推進及び安心・安全な利用環境の整備等によるＩＣＴ利活用の促進に 
より、ユビキタスネット社会を実現する。 

〔次回評価実施予定年度〕 

平成２２年度 

 

２ 指標等の進捗状況 

 ○「あらかじめ目標(値)を設定した指標」 

指標等 目標値 目標年度 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

ベンチャー企

業に対する助

成の成果（事業

化率） 

18～20

年度に

助成し

た案件

の平均

事業化

率が

70％ 

22 年度 ニュービジネスの創

出状況を示すものと

して主たる実施手段

であり、且つ測定可能

な「事業化率」を採用。

目標値としては、ベン

チャー助成金及びイ

ンキュベーション助

成金の事業化率の現

状を勘案し、実現可能

な水準に設定。 

― 25％ 40％ 

テレワーカー

が就業者人口

に占める割合 

２割 22 年度 「ＩＴ新改革戦略」、

「経済財政改革の基

本方針 2007」、「テレ

ワーク人口倍増アク

ションプラン」に掲げ

る政府目標を達成し

ているかどうか 

10.4％ ― ― 
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指標等 目標値 目標年度 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

「インフラ協

調による安全

運転支援シス

テム」の実用

化に向けた成

果の活用状況 

成果の活

用 

21 年度 「ＩＴ新改革戦略」

（ＩＴ戦略本部、平成

18 年 1月）において、

「インフラ協調によ

る安全運転支援シス

テム」の 2010 年から

の実用化が目標とさ

れていること。 

― ― 19年度に実

施した実証

実験の成果

を活用し、

平成 20 年

度の実証実

験を実施予

定。 

実証実験の 

状況 

システム

の実証 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実証実験

等の実施 

 

19 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

22 年度 

コンテンツの流通の

促進に資するための

システムの実証が進

んでいるか。 

 

 

 

 

 

 

 

公共目的等の大容量

コンテンツ等を効率

的に配信するための

実証実験及び利用促

進のための普及・啓発

活動の実施。 

 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 

情報通信審

議会デジタ

ル・コンテ

ンツの流通

の促進等に

関する検討

委員会にお

いて具体的

な検討を進

めている。

 

通信事業

者、配信事

業者、コン

テンツホル

ダ等の参加

のもと、効

率的に配信

を行うため

の複数の実

証実験及び

普及啓発活

動を実施

し、課題を

抽出。 
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指標等 目標値 目標年度 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

情報通信分野

の研修受講者

数 

13,000

人 

（平成

16 年度

～平成

19 年度

までの

累計） 

19 年度 事業の推進により、情

報通信分野の専門的

な知識及び技能等を

有する人材の育成が

図られているか。 

2,411 人 2,677 人 2,564 人

字幕付与可能

な放送時間に

占める字幕放

送時間の割合 

100％ 19 年度 聴覚障害者が放送を

通じて情報を取得し

社会参加していく上

で不可欠な字幕放送

が拡充されているか。

 

65.9％ 77.8％ 

 

89.0％ 

  ※民放キー5 局平均 

 

３ その他特記事項 

   特段なし 
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平成２０年度主要な政策に係るモニタリング調書 

 

政策所管（政策評価担当）部局課室名 情報通信政策局地域通信振興課     

             地方情報化推進室、放送政策課、放送技術課、地上放送課、衛星放送課  

国際放送推進室、地域放送課、高度通信網振興課、電波政策課、移動通信課 

評 価 年 月  平成２０年７月 

 

１ 政策等 

〔政策名〕 

政策１２ ユビキタスネットワーク整備 

〔政策の基本目標〕 

2011 年 7 月を目標として、「いつでも、どこでも、何でも、誰でも」使えるデジタル・ディバ 

イドのないインフラを実現することで、ユビキタス化を推進する。 

〔次回評価実施予定年度〕 

平成２１年度 

 

２ 指標等の進捗状況 

 ○「あらかじめ目標(値)を設定した指標」 

指標等 目標値 目標年度 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度

ブロードバン

ド・ゼロ地域の

解消 

ブロー

ドバン

ド・ゼロ

地域の

解消 

22 年度 ブロードバンド・
ゼロ地域の解消状
況の判断の目安と
なるブロードバン
ドサービスエリア
の世帯カバー率
(推計)により本施
策の進行管理を行
うもの。 

 民間事業者に対して電気通信基

盤充実臨時措置法に基づく利子助

成・税制優遇等の支援策を講じる

とともに、相対的に採算性の低い

地域等では、地方公共団体による

整備が多数見られることから、地

方公共団体に対する補助金・交付

金を創設・実施し、支援を行った。

また、平成 18 年 8月に総務省が

公表した「次世代ブロードバンド

戦略 2010」を踏まえ、地域におけ

る整備推進体制を構築の上、サー

ビス提供状況等の情報共有や、

2010 年度までのブロードバンド

基盤整備の数値目標等を都道府県

単位でまとめたロードマップの作

成・更新等の取組が行われている。

 

難視聴解消世

帯数 

300 世帯 19 年度 

（単年度）

民放テレビの難視
聴等の解消状況を
示す難視聴解消世
帯数により本施策
の進行管理をする
ものである。 
 
 

409 世帯

（40％）

202 世帯

（20％） 

164 世帯

（55％）
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指標等 目標値 目標年度 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度

地域公共ネッ

トワークの全

国整備率 

 

100％ 22 年度 地域公共ネットワ

ークの全国整備の

実現への貢献状況

を示す地方公共団

体による整備事業

の実績により本施

策の進行管理をす

るものである。目

標値は、IT 新改革

戦略に基づくもの

である。 

 

71．6％ 71．9％ － 

過疎地域等に

おいて新たに

携帯電話が利

用可能な状態

となった人口

数 

20 万人

（対平

成 17 年

度比） 

20 年度 世界最先端のワイ
ヤレスブロードバ
ンド環境実現を目
指した公平かつ能
率的な電波利用の
促進への貢献の状
況を示す「過疎地
域等において新た
に携帯電話が利用
可能な状態となっ
た人口数」の指標
等の状況により本
施策の進行管理を
するものである。
 

－ 約 12 万 7

千人 

 

約23万7

千人 

 

地上デジタル

テレビジョン

放送受信機の

普及世帯数 

 

全世帯 

5,000 万

世帯 

 

23 年度 「ＩＴ新改革戦
略」(H18.1.19)等
において、2011 年
7 月までに地上デ
ジタルテレビ放送
への全面移行を実
現するとされてい
る。よって、2011
年度までに全世帯
に地上デジタルテ
レビジョン放送受
信機が普及するこ
とを目標とするも
のである。 
 

－ 約 1,400

万世帯 

約 2，200

万世帯 

ケーブルテレ

ビによる地上

デジタル放送

視聴可能世帯

数 

約 2，300

万世帯 

22 年度 国民が広くデジタ
ル放送を享受する
ためには、ケーブ
ルテレビのデジタ
ル化対応が不可欠
であり、その進捗
状況の目標値は、
｢重点計画-2007｣
(H19．7．26)にお
いて、ケーブルテ
レビについては、
2010年までにすべ
てデジタル化され
ることを目指すこ
ととされている。
 

約 1，280

万世帯 

約 1，870

万世帯 
 

約 2，120

万世帯 
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○「参考となる指標その他の参考となる情報」 

指標等 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

ブロードバン
ドサービスエ
リアの世帯カ
バー率（推計） 

ブロードバンド・ゼロ地

域の解消状況の判断の

目安となるブロードバ

ンドサービスエリアの

世帯カバー率（推計)が

着実に推移しているか。

 

 

93.9％ 

(17 年度末) 

95.2％ 

（18 年度末） 

98.3％ 

(19 年度末) 

（ブロードバ

ンド政策の推

進に関する）調

査研究の結果

の政策への反

映状況 

地域におけるブロード

バンド化を推進するた

めに、ブロードバンド基

盤の整備、利活用の促進

及び人材の育成等に関

する検討が、総合的に行

われ、着実に政策に反映

されているか。 

 

 

地域の情報化を「基盤」「利活用」「人材」の側面か

ら総合的に支援することを目的とした、地域情報化

アドバイザー派遣制度の平成 20 年度以降における

体制強化を目指す、「地域情報化に関する知見・ノ

ウハウ面の支援体制の整備に係る調査研究」等を実

施。 

（放送政策の

推進に関する）

調査研究の結

果の政策への

反映状況 

 

国民視聴者の利便性の

向上や放送の健全な発

達に資するため、デジタ

ル化し、多様化した放送

インフラの高度な利活

用や調査研究の成果が

着実に政策に反映され

ているか。 

 

 

「有線放送による放送の再送信に関する研究会」に

おける検討結果を踏まえ、平 20 年 5 月には「有線

テレビジョン放送事業者による放送事業者等の放

送等の再送信の同意に係る協議手続及び裁定にお

ける「正当な理由」の解釈に関するガイドライン」

を策定。 

 

デジタル中継

局等の整備状

況 

アナログエリアの１０

０％カバーを目的とし

て推進しているデジタ

ル中継局整備が順調に

進捗しているか。 

 

 

６１％ ８５％ ９３％ 

アナログ放送

の終了時期に

関する認知度 

地上デジタルテレビジ

ョン放送の円滑な普及

の前提となる国民にお

ける理解醸成が順調に

進捗しているか。 

 

 

３２．１％ ６０．４％ ６４．７％ 

通信・放送融合

技術開発に係

る助成状況 

 

地上デジタル放送のサ

ービスの多様化等に資

するための、通信・放送

融合技術の開発を行う

者に対する助成金の交

付実績はどうなってい

るか。 

 

 

申請：１７件 

採択：１０件 

申請：１３件 

採択： ８件 

申請：１３件 

採択： ８件 
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３ その他特記事項 

  特になし 

指標等 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

我が国のデジ

タル放送方式

の海外普及活

動の状況 

我が国のデジタル放送

方式の海外における採

用を目指した活動が適

切に実施されているか。

  デジタル放送に

関心を寄せいて

いる南米諸国（チ

リ、ベネズエラ、

コロンビア、ペル

ー等）において、

我が国の方式を

既に採用してい

るブラジルと協

力しながらセミ

ナーやデモンス

トレーションを

実施。また、アジ

アではタイやフ

ィリピンに対し

て同様の働きか

けを実施。 

 

国際放送の実

施状況 

 

国際放送等実施命令（平

成 20 年度以降は要請）

における総務大臣の指

定（放送区域、放送事項

その他必要な事項）に沿

って放送が実施されて

いるか。 

 

従来のラジオ国際放送に加え、19 年度からは、テ

レビ国際放送の実施命令を行い、NHK から提出され

る実施概況報告等により、放送区域、放送事項等、

国の指定事項を満たす放送の実施を確認。 

 



 
平成２０年度主要な政策に係るモニタリング調書 

 

 

政策所管（政策評価担当）部局課室名  総合通信基盤局 電気通信事業部 データ通信課 

情報通信政策局 情報セキュリティ対策室 情報流通振興課 通信規格課 

総合通信基盤局 電気通信事業部 事業政策課 料金サービス課 

電気通信技術システム課 番号企画室 消費者行政課 

電波部 電波政策課 電波環境課 

評 価 年 月  平成２０年７月 

 

１ 政策等 
〔政策名〕 

政策１３ 情報通信技術利用環境の整備 
〔政策の基本目標〕 

電気通信事業の健全な発達及び低廉なサービスの提供の実現を推進するほか、ネットワークセ 
キュリティの高度化等を推進する。 

〔次回評価実施予定年度〕 

平成２２年度 
 

２ 指標等の進捗状況 
 ○「あらかじめ目標(値)を設定した指標」 

指標等 目標値 目標年度 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

特定電子メー

ルの送信の適

正化等に関す

る法律の見直

し・執行 

 

法律の施

行状況の

検討及び

その結果

に基づく

必要な措

置の実施 

20 年度 特定電子メール

の送信の適正化

等に関する法律

の一部を改正す

る法律（平成 17

年法律第 46 号）

附則第 7 条に基

づき実施。 

・平成 17 年 11 月に「特定電子メー

ルの送信の適正化等に関する法律

（特定電子メール法）の一部を改正

する法律」を施行し、法執行を着実

に実施。 

 

・法執行を着実に実施するとともに

迷惑メール対策に関し、国際連携を

促進。 

 

・平成 19 年 7 月より「迷惑メール

への対応の在り方に関する研究会」

において特定電子メール法の見直

しを含めた総合的な対策を検討。平

成 20 年 2 月に「特定電子メール法

の一部を改正する法律案」を国会提

出後、同年５月に成立し、６月６日

に公布された。 

 研究開発

等の状況

の公表等 

19 年度 特定電子メール

の送信の適正化

等に関する法律

第 13 条に基づき

実施。 

・平成 17 年 12 月に電子メールの送

受信上の支障の防止に資する技術

の研究開発等の状況を公表。 

 

・平成 18 年 11 月に電子メールの送

受信上の支障の防止に資する技術

の研究開発等の状況を公表。 

 

・平成 19 年 12 月に電子メールの送

受信上の支障の防止に資する技術

の研究開発等の状況を公表。 
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指標等 目標値 目標年度 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

フィルタリン

グサービスの

認知率 

 

70%以上 

 

 

19 年度 2007 年 1 月時点

のフィルタリン

グソフトの認知

状況が 66.1%、携

帯電話のフィル

タリングサービ

スの認知状況が

65.9 ％ である

ことから設定。 

43．8％ 65．9％ 76．8％ 

 

IPv6 の普及促

進の実施状況 

 

平 成 18

年度*1 と

比較した

我が国の

IPv6 ア

ドレス割

り振り数
*2 等の増

加 

 
注）＊1 18

年度（実証

実験開始）

当初 

注）＊2 財

団法人イン

ターネット

協会調べ 

21 年度 IPv6 の普及促進

の実施状況を評

価するため、「我

が国への IPv6 ア

ドレス割り振り

数」が年々増加し

ていることを確

認する。 

91 

 

96 104 

 

 

 

情報通信ネット

ワークにおける

情報セキュリテ

ィ対策実施状況 

 

サイバー攻撃

等に対する電

気通信事業者

等における緊

急体制の強化 

 

緊急対応

体制の強

化 

 

20 年度 電気通信事業者

の緊急対応体制

を評価するため

には、演習等によ

る機能検証、サイ

バー攻撃に対す

る組織のマネジ

メントの確立等

が求められる。 

そこで、電気通

信事業者の緊急

対応体制の強化

のため、「電気通

信事業分野にお

けるサイバー攻

撃対応演習の実

施」並びに「電気

通信事業におけ

る情報マネジメ

ントの強化」に向

けた施策等を実

施 

 

 

 

 

 

・電気通信事業者が複数参加したサ

イバー攻撃対応演習を業界初の取

り組みとして実施し、緊急対応体制

の確立に向けた課題を抽出した。 

 

・平成 18 年度に引き続き、様々な

攻撃を対象にした演習を実施し、緊

急対応体制構築に向け更なる課題

抽出を行うとともに、体制強化に向

けた方策を検討した。 

また、我が国において検討した電気

通信事業における情報セキュリテ

ィマネジメントについて国際規格

化を行い、国内普及に向けた方策に

ついて調査研究を行った。 
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指標等 目標値 目標年度 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

電子署名及び

認証業務の普

及状況 

 

認定認証業

務に係る電

子証明書の

枚数 

 

30 万 枚

以上 

 

22 年度 

 

特定認証業務の

認定制度を円滑

に実施し、電子署

名法の目的（電子

署名の円滑な利

用を確保し、情報

流通・情報処理の

促進及びこれに

よる国民生活の

向上等に寄与す

ること）が達成さ

れているか。 

 

ある時点におけ

る、電子署名の円

滑な利用が確保

されているかど

うかの評価指標

として、発行累計

総数から、既に失

効された電子証

明書の枚数を除

いた「有効枚数」

を用いる。 

 

約 15.5 万

枚 

 

約 21.4 万

枚 

 

約 25.7 万

枚 

 

国民への電

子署名及び

認証業務に

関する普及

啓発活動の

実施状況 

 

講演活動

の実施 

４回以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

20 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国民が安心して

電子署名を利用

できるようにす

るためには、電子

署名及び認証業

務に関する国民

の理解の一層の

深化を図ること

が必要であるが、

普及啓発活動は

十分に実施され

ているか。 

 

普及啓発活動は

十分に実施され

ているかどうか

の評価指標とし

て、電子署名及び

認証業務に関す

る国民への普及

啓発を目的とし

た講演活動の実

施回数を用いる。

 

 

 

 

 

８回 

 

 

 

 

 

７回 

 

 

 

 

 

５回 
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指標等 目標値 目標年度 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

周波数資源開

発、特定無線設

備等の技術基

準適合性及び

各国基準認証

制度に関する

実施状況 

 

周波数資

源開発に

関する国

際研究集

会の開催 

19 年度 

 

電波の高度利用

を促進するため、

周波数資源開発

に関する国際シ

ンポジウムが開

催されているか

否か。 

平成 17 年

12 月 9 日

に電波高

度利用シ

ンポジウ

ム 2005 を

開催。 

平成 18 年

12 月 8 日

に電波高

度利用シ

ンポジウ

ム 2006 を

開催。 

平成 19 年

12 月 7 日

に電波高

度利用シ

ンポジウ

ム 2007 を

開催。 

特定無線

設備等に

係る市場

調査の実

施 

19 年度 

 

特定無線設備等

について、技術基

準への適合性等

を確認するため、

市場調査が実施

されているか否

か。 

100 台の

機器を選

定し市場

調査を実

施。 

 

80 台の機

器を選定

し市場調

査を実施。 

 

71 台の機

器を選定

し市場調

査を実施。

 

各国基準

認証制度

の調査の

実施 

19 年度 

 

ＭＲＡの円滑な

実施及び一層の

推進のため、各国

基準認証制度に

関する調査研究

等が実施されて

いるか否か。 

３の国・地

域の基準

認証制度

の調査を

実施。 

９の国・地

域の基準

認証制度

の調査を

実施。 

１ ０ の

国・地域の

基準認証

制度の調

査を実施。

 

 

 ○「参考となる指標その他の参考となる情報」 

指標等 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

電気通信事業

者数の推移 

 

電気通信事業者数の推

移の把握 

 

（別紙１） 

ブロードバン

ド契約者数の

推移 

 

ブロードバンド契約者

数の推移の把握 

 
（別紙２） 

電気通信サー

ビスの料金の

推移 

 

電気通信サービスの料

金の推移の把握 

 

（別紙３） 

競争評価の実

施状況 

 

固定電話、移動体通信、

インターネット接続、法

人向けネットワークサ

ービスの各領域におい

て、市場支配力が存在し

ているか、また行使され

ているかを分析・評価す

ることで、現在の電気通

信事業分野の競争状況

を的確に把握する。 

固定電話、移

動体通信、イ

ンターネット

接続、法人向

けネットワー

クサービスの

各領域につい

ての定点観測

的な分析・評

価を同年度に

並行して行う

ことで、電気

通信事業分野

を網羅する定

点観測的な分

析・評価体制

を確立。 

左記定点観測的

な評価・分析に

加え、事業者間

取引が競争状況

に及ぼす影響、

隣接市場間の相

互関係、携帯電

話番号ポータビ

リティ制度導入

による競争状況

の変化について

分析・評価。 

左記定点観測的

な評価・分析に

加え、事業者間

取引が競争状況

に及ぼす影響に

関する分析を深

化させ、プラッ

トフォーム機能

が競争に及ぼす

影響に関して分

析・評価。 
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指標等 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

IPv6 利用状況 

 

IPv6 の利用状況を評価

するため、「我が国の

IPv6 契約者数*3」が年々

増加していることを確

認する。 
 

注）＊3 

出典先：総務省報道発表資料

「電気通信事業分野の競争分

野状況に関する四半期データ

の公表（平成 20 年 4 月 3 日）」

341.7 万契約 607.5 万契約 877.4 万契約 

 

実証実験等の

実施状況 

 

 

 

 

IPv6 ユビキタスセキュ

リティサポートシステ

ムの利用促進状況を評

価するため、「実証実験

等の実施状況」が計画ど

おり進捗していること

を確認する。 

－ 多数かつ特定の

利用者が存在す

る利用環境モデ

ルについて実証

実験を実施 

少数かつ特定の

利用者が存在す

る利用環境モデ

ルについて実証

実験を実施 

認証機関に対

する資格認定

業務の実効性

確保等に関す

る調査研究 

 

国民に対し認証業務の

信頼性の判断目安を提

供する特定認証業務の

認定制度につき、認定基

準等は実態に即したも

のに維持できているか。

 

・認証業務に関する信頼性の目安を適正なものに保

つため、及び電子署名及び認証業務に関する国民の

理解を深めるため、各種の調査研究を継続して実施

している。 

・19 年度は「電子署名及び認証業務に関する法律

の施行状況に係る」検討会を実施し、現行の電子署

名法に関する課題に関する検討を行ったところで

ある。 

電子署名及び

認証業務に関

する法律に基

づく特定認証

業務の認定制

度の運用 

 

業務の用に供する設備

及び業務の実施の方法

に関する一定の基準を

満たす特定認証業務に

対し認定を行うことに

より、国民に対し認証業

務の信頼性の目安を提

供できているか。 

 

・平成 17 年度は３業務、平成 19 年度は１業務を認

定認証業務として新規認定しており（平成 18 年度

は新規認定なし）、平成 18 年３月 31 日現在、認定

認証事業者数及び認定認証業務数は、17 事業者 18

業務となっている。 

・また、認定認証業務の認定の更新に関しては、平

成 17 年度は 16 業務、平成 18 年度は 18 業務、平成

19 年度は 18 業務に対してなされており、認定認証

業務の変更の認定に関しては、平成 17 年度は 13 業

務、平成 18 年度は９業務、平成 20 年度は 18 業務

に対してなされている。 

電子署名及び

認証業務に関

する国民への

普及啓発活動 

 

国民が安心して電子署

名を利用できるように

するためには、電子署名

及び認証業務に関する

国民の理解の一層の深

化を図ることが必要で

あるが、普及啓発活動は

十分に実施されている

か。 

電子署名及び認証業務に関する普及啓発活動とし

て、電子署名及び認証業務並びにその関連技術の利

用促進を目的としたセミナーの開催、電子署名及び

認証業務に関するパンフレットの作成等を通じて、

国民の理解の醸成に努めている。 

 

３ その他特記事項 

  特になし 
   



#####

平成16年
(2004)３月

11,930

12,466

10,789

14年
月

平成15年
(2003)４月

（各月１日現在の数値で作成）

平成７年
(1995)４月

平成８年
(1996)４月

平成６年
(1994)４月月

16

者（特二）

者（般二）

者（特二）

11,31810,521

者（般二）

月

14,441 14,46214,653 14,611

14,327 14,287 14,118 14,137

323 325326 324

月 １月 ２月 ３月

318 316

14,158 14,155

13,840 13,839

    

    

 

 

た第一種電気通信事業者及び
れたた

( )４月 ( )４月

５月

324

14,561

14,145 14,220

１月 ２月 ３月

13,826 13,900

319 320

分を廃 、 （ 条） 制（ 法第 条第 項） 移行

、平成１６年４月１日に同法第１６

　（別紙１）

昭
(19

和６０年
85)４月

昭和６１年
(1986)４月

昭和６
(1987

２年
)４月

昭
(1

和６３年
988)４月

平成元年
(1989)４月

平成
(1990 (1

２年
)４月

平成３年
991)４月

平成４年
(1992)４

平成５年
(1993)４月

第一種電気通信事業者（一種） 2 7 13 37 45 62 68 70 80 86 111 126

特別第二種電気通信事業 0 9 10 18 25 28 31 36 39 44 44 50

一般第二種電気通信事業 85 200 346 512 668 813 912 1,000 1,498 2,028 2,063 3,084

合　　　計 87 2 369 567 738 903 1,011 1,106 1,617 2,158 2,218 3,260

平
(19

成９年
97)４月

平成10年
(1998)４月

平成
(1999

11年
)４月

平
(2

成12年
000)４月

平成13年
(2001)４月

平成
(2002)４

第一種電気通信事業者（一種） 138 153 178 249 342 384 414 422

特別第二種電気通信事業 78 95 88 101 113 112 115 114

一般第二種電気通信事業 4,510 5,776 6,514 7,550 8,893

合　　　計 4,726 6,024 6,780 7,900 9,348

平
(20042004

成16年
)４月

平成
(2005)４2005

17年
 

登録 299 312       

届出 12,155 12,778       

合計 12,454 13,090            

平成１８年(2006) 平成１９年(2007)

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

登録 315 316 317 313 313 313 314 316

届出 13,459 13,399 13,462 13,531 13,610 13,666 13,706 13,776

合計 13,774 13,715 13,779 13,844 13,923 13,979 14,020 14,092

平成１９年(2007) 平成２０年(2008)

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２

登録 324 324 326 327 327 327 325 325

届出 13,972 13,991 14,042 14,079 14,122 14,184 14,239 14,297

合計 14,296 14,315 14,368 14,406 14,449 14,511 14,564 14,622

平成２０年(2008)

４月

登録 324

届出 14,171 単位：事業者（社）14,237

合計 14,495

注）平成１６年４月１日に改正電気通信事業法が施行され、電気通信回線設備の設置の有無に着目し
第二種電気通信事業者の区分を廃止し、事業への参入手続が登録制（同法第９条）又は届出制（同法第１６条第１項）へ移行さ第 種電気通信事業者 事業 参 続 録制 法第
め、旧第一種電気通信事業者の一部は第９条に基づく登録をした事業者と、その他の旧第一種電気通信事業者及びすべての旧二種
電気通信事業者は同法第１６条第１項に基づく届出をした事業者とみなされることとなりました。なお
条第１項に基づく届出をした事業者とみなされた旧第一種電気通信事業者の数は、126です。



ブロードバンド化の進展状況（加入契約数の推移）

固定－移動の
加入契約数逆転
固定：6,219万
移動：6,282万
（2000年11月）

光ファイバ（FTTH）
○加入契約数 ：11,328,952
○事業者数 ： 146社

無線（ＦＷＡ）
加入契約数 :12,585
事業者数 : 25社

ケーブルインターネット
○加入契約数 ： 3,827,502
○事業者数 ： 389社

ＤＳＬ
○加入契約数 ： 13,133,113
○事業者数 ： 49社

注：04年6月末分より電気通信事

業報告規則の規定により報告
を受けた加入者数を、 それ以

前は任意の事業者から報告を
受けた加入者数を集計。

移動電話
(携帯電話+PHS)

固定電話(加入電話
+ISDN)
ブロードバンド
(DSL+CATV+FTTH+無線)

ＩＰ電話

ブロードバンド加入契約数の推移 （07.12末現在、単位:万契約）

各種サービス加入契約数の推移（07.12末現在、単位:万契約）

（別紙２）



電気通信サービス料金等の低廉化

①市外通話（東京－大阪間） ②市内通話

③国際通話（日米間） ④携帯電話（800MHzデジタル方式） （NTTドコモ（タイプＳ）の場合）

（平日昼間３分間、税抜額） （平日昼間３分間、税抜き額）

（平日昼間３分間）

【基本料】 【通話料】（携帯→固定、県内）
（平日昼間３分間、税抜き額）

（2008.3.1現在）

0

100

200

300

400

500

1 2 3 4 5NTT：S58.7.21～
KDDI、ＮＴＴｺﾑ、日本
ﾃﾚｺﾑ：H13.3.1～

ﾌｭｰｼﾞｮﾝ：

H13.4.1～

日本ﾃﾚｺﾑ､

KDDI：H16.12～

400円

80円

20円 15円

▲96%

0

2

4

6

8

10

1 2 3 4NTT：S51.11.17～ QTNet:H11.4.1～

ＮＴＴ東：H13.1.10～

H13.5.1～
QTNet:8.4円

日本ﾃﾚｺﾑ：

H16.12～

10円

9円 8.5
円
・
8.4
円

7.89

円

NTT東・西､KDDI､ＮＴＴｺﾑ､
日本ﾃﾚｺﾑ：8.5円

0

500

1000

1500

2000

1 2 3 4 5KDD：
S60.4.1～

H8.11～ H11.10～ H12.12～ H16.12～

1,530円

440円

180円
75円 26円

KDD:450円
日本ﾃﾚｺﾑ:440円

日本ﾃﾚｺﾑ:180円
KDDI:180円
NTTｺﾑ:160円

ﾄﾞｲﾂﾃﾚｺﾑ:75円
ﾌｭｰｼﾞｮﾝ:45円

KDDI:27円
SBT:26円

S60.4当時との比

▲98%

0

5000

10000

15000

20000

1 2 3

0

100

200

300

1 2

4,600円

2,300円

17,000円
260円

108円

H17.11～H5.3～

▲58.5%

H5.3～ H17.11～ H19.8～

▲86.5%

※H17.11の基本料4,600円には無料通話2,000円分を含む
H19.8の基本料は「ひとりでも割引50」適用（基本料50%OFF）。また、無料通話
2,000円分を含む。

※

（別紙３）
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平成２０年度主要な政策に係るモニタリング調書 

 
政策所管（政策評価担当）部局課室名  総合通信基盤局 電気通信事業部 データ通信課 

情報通信政策局 情報セキュリティ対策室 情報流通振興課 通信規格課 

総合通信基盤局 電気通信事業部 事業政策課 料金サービス課 

電気通信技術システム課 番号企画室 消費者行政課 

電波部 電波政策課 電波環境課 

評 価 年 月  平成２０年７月 

 

１ 政策等 
〔政策名〕 

政策１３ 情報通信技術利用環境の整備 
〔政策の基本目標〕 

電気通信事業の健全な発達及び低廉なサービスの提供の実現を推進するほか、ネットワークセ 
キュリティの高度化等を推進する。 
〔次回評価実施予定年度〕 

平成２２年度 
 

２ 指標等の進捗状況 
 ○「あらかじめ目標(値)を設定した指標」 

指標等 目標値 目標年度 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

特定電子メー

ルの送信の適

正化等に関す

る法律の見直

し・執行 

 

法律の施

行状況の

検討及び

その結果

に基づく

必要な措

置の実施 

20 年度 特定電子メール

の送信の適正化

等に関する法律

の一部を改正す

る法律（平成 17

年法律第 46 号）

附則第 7 条に基

づき実施。 

・平成 17 年 11 月に「特定電子メー

ルの送信の適正化等に関する法律

（特定電子メール法）の一部を改正

する法律」を施行し、法執行を着実

に実施。 

 

・法執行を着実に実施するとともに

迷惑メール対策に関し、国際連携を

促進。 

 

・平成 19 年 7 月より「迷惑メール

への対応の在り方に関する研究会」

において特定電子メール法の見直

しを含めた総合的な対策を検討。平

成 20 年 2 月に「特定電子メール法

の一部を改正する法律案」を国会提

出後、同年５月に成立し、６月６日

に公布された。 

 研究開発

等の状況

の公表等 

19 年度 特定電子メール

の送信の適正化

等に関する法律

第 13 条に基づき

実施。 

・平成 17 年 12 月に電子メールの送

受信上の支障の防止に資する技術

の研究開発等の状況を公表。 

 

・平成 18 年 11 月に電子メールの送

受信上の支障の防止に資する技術

の研究開発等の状況を公表。 

 

・平成 19 年 12 月に電子メールの送

受信上の支障の防止に資する技術

の研究開発等の状況を公表。 
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指標等 目標値 目標年度 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

フィルタリン

グサービスの

認知率 

 

70%以上 

 

 

19 年度 2007 年 1 月時点

のフィルタリン

グソフトの認知

状況が 66.1%、携

帯電話のフィル

タリングサービ

スの認知状況が

65.9 ％ である

ことから設定。 

43．8％ 65．9％ 76．8％ 

 

IPv6 の普及促

進の実施状況 

 

平成 18

年度*1 と

比較した

我が国の

IPv6 ア

ドレス割

り振り数
*2 等の増

加 

 
注）＊1 18

年度（実証

実験開始）

当初 

注）＊2 財

団法人イン

ターネット

協会調べ 

21 年度 IPv6 の普及促進

の実施状況を評

価するため、「我

が国への IPv6 ア

ドレス割り振り

数」が年々増加し

ていることを確

認する。 

91 

 

96 104 

 

 

 

情報通信ネット

ワークにおける

情報セキュリテ

ィ対策実施状況 

 

サイバー攻撃

等に対する電

気通信事業者

等における緊

急体制の強化 

 

緊急対応

体制の強

化 

 

20 年度 電気通信事業者

の緊急対応体制

を評価するため

には、演習等によ

る機能検証、サイ

バー攻撃に対す

る組織のマネジ

メントの確立等

が求められる。 

そこで、電気通

信事業者の緊急

対応体制の強化

のため、「電気通

信事業分野にお

けるサイバー攻

撃対応演習の実

施」並びに「電気

通信事業におけ

る情報マネジメ

ントの強化」に向

けた施策等を実

施 

 

 

 

 

 

・電気通信事業者が複数参加したサ

イバー攻撃対応演習を業界初の取

り組みとして実施し、緊急対応体制

の確立に向けた課題を抽出した。 

 

・平成 18 年度に引き続き、様々な

攻撃を対象にした演習を実施し、緊

急対応体制構築に向け更なる課題

抽出を行うとともに、体制強化に向

けた方策を検討した。 

また、我が国において検討した電気

通信事業における情報セキュリテ

ィマネジメントについて国際規格

化を行い、国内普及に向けた方策に

ついて調査研究を行った。 
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指標等 目標値 目標年度 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

電子署名及び

認証業務の普

及状況 

 

認定認証業

務に係る電

子証明書の

枚数 

 

30 万枚

以上 

 

22 年度 

 

特定認証業務の

認定制度を円滑

に実施し、電子署

名法の目的（電子

署名の円滑な利

用を確保し、情報

流通・情報処理の

促進及びこれに

よる国民生活の

向上等に寄与す

ること）が達成さ

れているか。 

 

ある時点におけ

る、電子署名の円

滑な利用が確保

されているかど

うかの評価指標

として、発行累計

総数から、既に失

効された電子証

明書の枚数を除

いた「有効枚数」

を用いる。 

 

約 15.5 万

枚 

 

約 21.4 万

枚 

 

約 25.7 万

枚 

 

国民への電

子署名及び

認証業務に

関する普及

啓発活動の

実施状況 

 

講演活動

の実施 

４回以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

20 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国民が安心して

電子署名を利用

できるようにす

るためには、電子

署名及び認証業

務に関する国民

の理解の一層の

深化を図ること

が必要であるが、

普及啓発活動は

十分に実施され

ているか。 

 

普及啓発活動は

十分に実施され

ているかどうか

の評価指標とし

て、電子署名及び

認証業務に関す

る国民への普及

啓発を目的とし

た講演活動の実

施回数を用いる。

 

 

 

 

 

８回 

 

 

 

 

 

７回 

 

 

 

 

 

５回 
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指標等 目標値 目標年度 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

周波数資源開

発、特定無線設

備等の技術基

準適合性及び

各国基準認証

制度に関する

実施状況 

 

周波数資

源開発に

関する国

際研究集

会の開催 

19 年度 

 

電波の高度利用

を促進するため、

周波数資源開発

に関する国際シ

ンポジウムが開

催されているか

否か。 

平成 17 年

12 月 9 日

に電波高

度利用シ

ンポジウ

ム 2005 を

開催。 

平成 18 年

12 月 8 日

に電波高

度利用シ

ンポジウ

ム 2006 を

開催。 

平成 19 年

12 月 7 日

に電波高

度利用シ

ンポジウ

ム 2007 を

開催。 

特定無線

設備等に

係る市場

調査の実

施 

19 年度 

 

特定無線設備等

について、技術基

準への適合性等

を確認するため、

市場調査が実施

されているか否

か。 

100 台の

機器を選

定し市場

調査を実

施。 

 

80 台の機

器を選定

し市場調

査を実施。 

 

71 台の機

器を選定

し市場調

査を実施。

 

各国基準

認証制度

の調査の

実施 

19 年度 

 

ＭＲＡの円滑な

実施及び一層の

推進のため、各国

基準認証制度に

関する調査研究

等が実施されて

いるか否か。 

３の国・地

域の基準

認証制度

の調査を

実施。 

９の国・地

域の基準

認証制度

の調査を

実施。 

１ ０ の

国・地域の

基準認証

制度の調

査を実施。

 

 

 ○「参考となる指標その他の参考となる情報」 

指標等 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

電気通信事業

者数の推移 

 

電気通信事業者数の推

移の把握 

 

（別紙１） 

ブロードバン

ド契約者数の

推移 

 

ブロードバンド契約者

数の推移の把握 

 
（別紙２） 

電気通信サー

ビスの料金の

推移 

 

電気通信サービスの料

金の推移の把握 

 

（別紙３） 

競争評価の実

施状況 

 

固定電話、移動体通信、

インターネット接続、法

人向けネットワークサ

ービスの各領域におい

て、市場支配力が存在し

ているか、また行使され

ているかを分析・評価す

ることで、現在の電気通

信事業分野の競争状況

を的確に把握する。 

固定電話、移

動体通信、イ

ンターネット

接続、法人向

けネットワー

クサービスの

各領域につい

ての定点観測

的な分析・評

価を同年度に

並行して行う

ことで、電気

通信事業分野

を網羅する定

点観測的な分

析・評価体制

を確立。 

左記定点観測的

な評価・分析に

加え、事業者間

取引が競争状況

に及ぼす影響、

隣接市場間の相

互関係、携帯電

話番号ポータビ

リティ制度導入

による競争状況

の変化について

分析・評価。 

左記定点観測的

な評価・分析に

加え、事業者間

取引が競争状況

に及ぼす影響に

関する分析を深

化させ、プラッ

トフォーム機能

が競争に及ぼす

影響に関して分

析・評価。 
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指標等 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

IPv6 利用状況 

 

IPv6 の利用状況を評価

するため、「我が国の

IPv6 契約者数*3」が年々

増加していることを確

認する。 
 

注）＊3 

出典先：総務省報道発表資料

「電気通信事業分野の競争分

野状況に関する四半期データ

の公表（平成 20 年 4 月 3 日）」

341.7 万契約 607.5 万契約 877.4 万契約 

 

実証実験等の

実施状況 

 

 

 

 

IPv6 ユビキタスセキュ

リティサポートシステ

ムの利用促進状況を評

価するため、「実証実験

等の実施状況」が計画ど

おり進捗していること

を確認する。 

－ 多数かつ特定の

利用者が存在す

る利用環境モデ

ルについて実証

実験を実施 

少数かつ特定の

利用者が存在す

る利用環境モデ

ルについて実証

実験を実施 

認証機関に対

する資格認定

業務の実効性

確保等に関す

る調査研究 

 

国民に対し認証業務の

信頼性の判断目安を提

供する特定認証業務の

認定制度につき、認定基

準等は実態に即したも

のに維持できているか。

 

・認証業務に関する信頼性の目安を適正なものに保

つため、及び電子署名及び認証業務に関する国民の

理解を深めるため、各種の調査研究を継続して実施

している。 

・19 年度は「電子署名及び認証業務に関する法律

の施行状況に係る」検討会を実施し、現行の電子署

名法に関する課題に関する検討を行ったところで

ある。 

電子署名及び

認証業務に関

する法律に基

づく特定認証

業務の認定制

度の運用 

 

業務の用に供する設備

及び業務の実施の方法

に関する一定の基準を

満たす特定認証業務に

対し認定を行うことに

より、国民に対し認証業

務の信頼性の目安を提

供できているか。 

 

・平成 17 年度は３業務、平成 19 年度は１業務を認

定認証業務として新規認定しており（平成 18 年度

は新規認定なし）、平成 18 年３月 31 日現在、認定

認証事業者数及び認定認証業務数は、17 事業者 18

業務となっている。 

・また、認定認証業務の認定の更新に関しては、平

成 17 年度は 16 業務、平成 18 年度は 18 業務、平成

19 年度は 18 業務に対してなされており、認定認証

業務の変更の認定に関しては、平成 17 年度は 13 業

務、平成 18 年度は９業務、平成 20 年度は 18 業務

に対してなされている。 

電子署名及び

認証業務に関

する国民への

普及啓発活動 

 

国民が安心して電子署

名を利用できるように

するためには、電子署名

及び認証業務に関する

国民の理解の一層の深

化を図ることが必要で

あるが、普及啓発活動は

十分に実施されている

か。 

電子署名及び認証業務に関する普及啓発活動とし

て、電子署名及び認証業務並びにその関連技術の利

用促進を目的としたセミナーの開催、電子署名及び

認証業務に関するパンフレットの作成等を通じて、

国民の理解の醸成に努めている。 

 

３ その他特記事項 

  特になし 
   



#####

平成16年
(2004)３月

11,930

12,466

10,789

14年
月

平成15年
(2003)４月

（各月１日現在の数値で作成）

平成７年
(1995)４月

平成８年
(1996)４月

平成６年
(1994)４月月

16

者（特二）

者（般二）

者（特二）

11,31810,521

者（般二）

月

14,441 14,46214,653 14,611

14,327 14,287 14,118 14,137

323 325326 324

月 １月 ２月 ３月

318 316

14,158 14,155

13,840 13,839

    

    

 

 

た第一種電気通信事業者及び
れたた

( )４月 ( )４月

５月

324

14,561

14,145 14,220

１月 ２月 ３月

13,826 13,900

319 320

分を廃 、 （ 条） 制（ 法第 条第 項） 移行

、平成１６年４月１日に同法第１６

　（別紙１）

昭
(19

和６０年
85)４月

昭和６１年
(1986)４月

昭和６
(1987

２年
)４月

昭
(1

和６３年
988)４月

平成元年
(1989)４月

平成
(1990 (1

２年
)４月

平成３年
991)４月

平成４年
(1992)４

平成５年
(1993)４月

第一種電気通信事業者（一種） 2 7 13 37 45 62 68 70 80 86 111 126

特別第二種電気通信事業 0 9 10 18 25 28 31 36 39 44 44 50

一般第二種電気通信事業 85 200 346 512 668 813 912 1,000 1,498 2,028 2,063 3,084

合　　　計 87 2 369 567 738 903 1,011 1,106 1,617 2,158 2,218 3,260

平
(19

成９年
97)４月

平成10年
(1998)４月

平成
(1999

11年
)４月

平
(2

成12年
000)４月

平成13年
(2001)４月

平成
(2002)４

第一種電気通信事業者（一種） 138 153 178 249 342 384 414 422

特別第二種電気通信事業 78 95 88 101 113 112 115 114

一般第二種電気通信事業 4,510 5,776 6,514 7,550 8,893

合　　　計 4,726 6,024 6,780 7,900 9,348

平
(20042004

成16年
)４月

平成
(2005)４2005

17年
 

登録 299 312       

届出 12,155 12,778       

合計 12,454 13,090            

平成１８年(2006) 平成１９年(2007)

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

登録 315 316 317 313 313 313 314 316

届出 13,459 13,399 13,462 13,531 13,610 13,666 13,706 13,776

合計 13,774 13,715 13,779 13,844 13,923 13,979 14,020 14,092

平成１９年(2007) 平成２０年(2008)

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２

登録 324 324 326 327 327 327 325 325

届出 13,972 13,991 14,042 14,079 14,122 14,184 14,239 14,297

合計 14,296 14,315 14,368 14,406 14,449 14,511 14,564 14,622

平成２０年(2008)

４月

登録 324

届出 14,171 単位：事業者（社）14,237

合計 14,495

注）平成１６年４月１日に改正電気通信事業法が施行され、電気通信回線設備の設置の有無に着目し
第二種電気通信事業者の区分を廃止し、事業への参入手続が登録制（同法第９条）又は届出制（同法第１６条第１項）へ移行さ第 種電気通信事業者 事業 参 続 録制 法第
め、旧第一種電気通信事業者の一部は第９条に基づく登録をした事業者と、その他の旧第一種電気通信事業者及びすべての旧二種
電気通信事業者は同法第１６条第１項に基づく届出をした事業者とみなされることとなりました。なお
条第１項に基づく届出をした事業者とみなされた旧第一種電気通信事業者の数は、126です。



ブロードバンド化の進展状況（加入契約数の推移）

固定－移動の
加入契約数逆転
固定：6,219万
移動：6,282万
（2000年11月）

光ファイバ（FTTH）
○加入契約数 ：11,328,952
○事業者数 ： 146社

無線（ＦＷＡ）
加入契約数 :12,585
事業者数 : 25社

ケーブルインターネット
○加入契約数 ： 3,827,502
○事業者数 ： 389社

ＤＳＬ
○加入契約数 ： 13,133,113
○事業者数 ： 49社

注：04年6月末分より電気通信事

業報告規則の規定により報告
を受けた加入者数を、 それ以

前は任意の事業者から報告を
受けた加入者数を集計。

移動電話
(携帯電話+PHS)

固定電話(加入電話
+ISDN)
ブロードバンド
(DSL+CATV+FTTH+無線)

ＩＰ電話

ブロードバンド加入契約数の推移 （07.12末現在、単位:万契約）

各種サービス加入契約数の推移（07.12末現在、単位:万契約）

（別紙２）



電気通信サービス料金等の低廉化

①市外通話（東京－大阪間） ②市内通話

③国際通話（日米間） ④携帯電話（800MHzデジタル方式） （NTTドコモ（タイプＳ）の場合）

（平日昼間３分間、税抜額） （平日昼間３分間、税抜き額）

（平日昼間３分間）

【基本料】 【通話料】（携帯→固定、県内）
（平日昼間３分間、税抜き額）

（2008.3.1現在）

0

100

200

300

400

500

1 2 3 4 5NTT：S58.7.21～
KDDI、ＮＴＴｺﾑ、日本
ﾃﾚｺﾑ：H13.3.1～

ﾌｭｰｼﾞｮﾝ：

H13.4.1～

日本ﾃﾚｺﾑ､

KDDI：H16.12～

400円

80円

20円 15円

▲96%

0

2

4

6

8

10

1 2 3 4NTT：S51.11.17～ QTNet:H11.4.1～

ＮＴＴ東：H13.1.10～

H13.5.1～
QTNet:8.4円

日本ﾃﾚｺﾑ：

H16.12～

10円

9円 8.5
円
・
8.4
円

7.89

円

NTT東・西､KDDI､ＮＴＴｺﾑ､
日本ﾃﾚｺﾑ：8.5円

0

500

1000

1500

2000

1 2 3 4 5KDD：
S60.4.1～

H8.11～ H11.10～ H12.12～ H16.12～

1,530円

440円

180円
75円 26円

KDD:450円
日本ﾃﾚｺﾑ:440円

日本ﾃﾚｺﾑ:180円
KDDI:180円
NTTｺﾑ:160円

ﾄﾞｲﾂﾃﾚｺﾑ:75円
ﾌｭｰｼﾞｮﾝ:45円

KDDI:27円
SBT:26円

S60.4当時との比

▲98%

0

5000

10000

15000

20000

1 2 3

0

100

200

300

1 2

4,600円

2,300円

17,000円
260円

108円

H17.11～H5.3～

▲58.5%

H5.3～ H17.11～ H19.8～

▲86.5%

※H17.11の基本料4,600円には無料通話2,000円分を含む
H19.8の基本料は「ひとりでも割引50」適用（基本料50%OFF）。また、無料通話
2,000円分を含む。

※

（別紙３）



- 311 - 

平成２０年度主要な政策に係るモニタリング調書  
 

政策所管（政策評価担当）部局課室名 大臣官房管理室 

評 価 年 月  平成２０年７月 

１ 政策等 

〔政策名〕 

政策１７ 一般戦災死没者追悼等の事業の推進 

〔政策の基本目標〕 

先の大戦における労苦等について国民の理解を深め後世に継承するため、慰霊、慰労、慰藉事

業等の適正かつ円滑な推進を図る 
〔次回評価実施予定年度〕 

平成２１年度（評価対象年度平成１９～２０年度） 
 

２ 指標等の進捗状況 

 ○「あらかじめ目標(値)を設定した指標」 

指標等 目標値 目標年度 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度

全国戦没者追悼

式への一般戦災

死没者遺族参列

数 

100 名 19 年度 遺族代表者の高齢化が進ん

でおり、参列対象者数の漸減

が見込まれるが、適切な広報

活動が行われ、参列者数の維

持が行われているか。 

108 名 98 名 93 名 

太平洋戦全国空

爆犠牲者追悼平

和祈念式への一

般戦災死没者遺

族参列数 

90 名 19 年度 遺族代表者の高齢化が進ん

でおり、参列対象者数の漸減

が見込まれるが、適切な広報

活動が行われ、参列者数の維

持が行われているか。 

- 90 名 95 名 

戦災に関する展

示会の入場者数 

700 名 19 年度 適切な広報活動が行われ、そ

の効果が入場者数に反映さ

れているか。 

627 名 857 名 1,021 名

戦災に関する展

示会のアンケー

トにおける「非

常によい又はよ

い」旨の回答の

割合 

80% 19 年度 一般戦災被害の事実を伝え

ていくにあたり適切な内容

とされており、入場者から肯

定的な評価を得られている

か。 

88% 93% 91% 

旧日本赤十字社

救護看護婦等へ

の書状贈呈数 

80 名 19 年度 未だ贈呈されていない対象

者約 4,499 名に対し、適切な

広報活動が行われ、贈呈数の

促進が図られているか。 

189 名 145 名 143 名 
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○「参考となる指標その他の参考となる情報」 

 

３ その他特記事項 

 なし 

 

指標等 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

戦災に関するビデ

オ、普及啓発資料

の貸出等の活用状

況 

適切な施設等へ配布

が行われ、一般戦災

被害の事実を伝えて

いく資料として役立

てられているか。 

ビデオ配布先 

547 ヵ所 

 

普及啓発資料

配布先 

24,864 ヵ所 

 

 

538 ヵ所 

 

 

 

24,670 ヵ所 

 

 

537 ヵ所 

 

 

 

24,545 ヵ所 

 

書状贈呈について

の政府広報等によ

る反響（問い合わ

せ件数） 

未だ贈呈されていな

い対象者約 4,499 名

に対し、適切な広報

活動が行われ、贈呈

数の促進が図られて

いるか。 

951 件 684 件 769 件 
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平成２０年度主要な政策に係るモニタリング調書 
 

政策所管（政策評価担当）部局課室名 人事・恩給局 恩給企画課、 

恩給審査課、恩給業務課 

評 価 年 月  平成２０年７月 

１ 政策等 

〔政策名〕 

政策１８ 恩給行政の推進 

〔政策の基本目標〕 

受給者の高齢化が進んでいることを踏まえ、より一層の受給者等に対するサービスの向上を図

る、このため、特に 22 年度までの間は、業務・システム最適化計画の着実な実施を図ることとす

る。 

〔次回評価実施予定年度〕 

平成２１年度（評価対象年度平成１９～２０年度） 

 

２ 指標等の進捗状況 

 ○「あらかじめ目標(値)を設定した指標」 

 

 

 

指標等 目標値 目標年度 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度

年度末におけ

る請求未処理

案件比率（年

度末における

残件数/月間

平 均 処 理 件

数） 

0.5 か月分 20 年度 ・恩給申請処理の

迅速性を図る

上で、未処理案

件の減少及び

目標値に向け

迅速に行われ

ているか。 

 

 

0.6 月分

(1,593/ 

2,592） 

0.6 月分 

(1,364/ 

2,200) 

0.8 月分

(1,841/

2,048) 

恩給相談電話

混雑率 

 

20％ 19 年度 ・恩給相談対応の

充実を図る上

で、恩給相談電

話の混雑率の低

下及び目標値に

向け適切に行わ

れているか。 

 

 

44.0% 30.3％ 39.3％ 
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 ○「参考となる指標その他の参考となる情報」 

 

指標等 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

恩給受給者数 ・恩給行政の推進の政策

の背景を説明するため

の参考指標。 

 

１２１万人 １１４万人 １０８万人 

恩給受給者の

平均年齢 

８４．２歳 ８４．９歳 ８５．６歳 

恩給年額 平均８６万円 

 

平均８５万円 平均８４万円 

業務・システム

最適化計画の

実施状況（申請

手続等の簡素

化、負担の軽

減、業務処理の

迅速化・効率

化） 

・恩給受給者の負担の軽

減を図る上で、「恩給業

務の業務・システム最

適化計画」の着実な実

施が図られているか。

 

１手続の廃止

を措置 

１手続きの廃止 

を措置 

 

恩給の支払機 

関の拡大（１機

関→１０機関）

裁 定 等 の 受

付・処理件数 

 

 

 

 

 

 

・恩給申請処理の迅速性

を図る上で、請求書類

の受付に対して、迅速

に処理が行われている

か。 

 

 

 

 

（単位：件） 

  17 年度 18 年度 19 年度 

受付件数 283,552 287,986  286,079 

  請求書関係 30,229 26,166  25,058 

  支給関係 253,323 261,820  261,021 

処理件数 283,893 289,494  283,245 

  請求書関係 31,107 26,414  24,583 

  支給関係 252,786 263,080  258,662 
 

不服申立ての

審査結果 

 

 

 

 

 

・恩給申請処理の正確性

を図る上で、異議申立

て、審査請求の処理状

況から、正確に審査が

行われていたか。 

 

 

 

（単位：件） 

  17 年度 18 年度 19 年度 

処理件数 171 107  98  

  棄 却 163 103  96  

  却 下 1 0  0  

  容 認 5 4  2  

  その他 2 0  0  
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３ その他特記事項 

 ・ 恩給の支払機関の拡大の１０機関とは、ゆうちょ銀行、都市銀行、地方銀行、信託銀行、外国銀

行、信用金庫、信用組合、労働金庫、農業協同組合、漁業協同組合をいう。 

 ・ 裁定等の処理件数は、前年度からの残件数が含まれているため、受付件数に比べ上回っている年

度もある。 

 ・ 不服申立ての審査結果の処理件数は、異議申立て及び審査請求の合計である。また、対象年度に

なされた裁定以外のものも含まれるため、必ずしも対象年度の裁定における正確性を測るものでは

ない。 

 ・ 訂正請求の件数は、裁定後相当の期間を経過後、訂正請求がなされるのがほとんどで、必ずしも

対象年度の裁定における正確性を測るものではない。 

 ・ 恩給相談件数は、電話による相談、公私文における受付・回答、面談による相談の合計である。 

 ・ 恩給相談対応の充実の観点から、「恩給相談者の満足度・納得度」調査を平成 20年５月から開始

したことにより、参考となる指標として記載することした。ただし、来訪者のうち回答が得られた

７０名分の結果による。 

 

 

指標等 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

裁定に対する

訂正請求の件

数 

・恩給申請処理の正確性

を図る上で、裁定に対

する訂正請求件数はど

のように推移している

か。 

３４２件  ３０６件  ６６２件 

恩給相談件数 

 

・恩給相談対応の充実を

図る上で、恩給相談者

が満足・納得する実施

が図られているか。 

 

308,638 件 

 

264,331 件 

 

266,980 件 

 

恩給相談者の

満足度・納得度 

－ 

 

－ 

 

９４％ 

「恩給相談者の満足度・納得度」とは、「満足した」

との回答があった者の割合。 
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平成２０年度主要な政策に係るモニタリング調書 
 

政策所管（政策評価担当）部局課室名 統計局、政策統括官 

評 価 年 月  平成２０年７月 

 

１ 政策等 

〔政策名〕 

政策１９ 公的統計の体系的な整備・提供 

〔政策の基本目標〕 

公的統計の体系的かつ効率的な整備・提供を推進する。 
特に、新統計法の成立を踏まえ、統計制度改革を着実に推進する。 
また、統計需要や調査環境の変化に応じた調査の改善について検討する。 

〔次回評価実施予定年度〕 

平成２１年度（評価対象年度平成１９～２０年度） 

 

２ 指標等の進捗状況 

 ○「あらかじめ目標(値)を設定した指標」 

指標等 目標値 目標年度 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

地方公共団体

の職員及び登

録調査員を対

象にした研修

の満足度 

100％ 

(地方公共団

体の職員研

修) 

19 年度 統計調査の円滑な

実施を図る観点か

ら、統計調査の現

場を担う地方公共

団体職員及び登録

調査員のうち指導

的な立場にある者

の資質向上を目的

に実施する研修が

有効に実施されて

いるか。 

91.8％ 

(98.2％)

89.4％ 

(98.3％) 

91.9％ 

(100％)

80％ 

(登録調査員

中央研修) 

19 年度 66.4％ 

(89.5％)

86.2％ 

(97.2％) 

83.7％ 

(99.0％)

80％ 

(地域ブロッ

ク別登録調

査員研修) 

19 年度 72.9％ 

(100％)

88.9％ 

(100％) 

85.0％ 

(96.6％)

統計調査員任

命数に占める

登録調査員の

割合 

80％ 19 年度 統計調査の円滑な

実施を図る観点か

ら、統計調査の現

場を担う統計調査

員の確保を目的に

実施する登録調査

員制度が機能して

いるか。 

81.3％ 79.4％ 集計中 

統計データ・

グラフフェア

の入場者を対

象にしたアン

ケートにおけ

80％ 19 年度 統計知識等に関す

る普及啓発を目的

とした統計デー

タ・グラフフェア

を通じ、国民の統

計調査への協力の

(注)２ 79.9％ 

(85.7％) 

83.3％ 

(86.6％)
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指標等 目標値 目標年度 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

る「今後統計

調査に協力す

る」旨の回答

をした者の割

合 

重要性に対する理

解が深まっている

か。 

統計調査結果

の提供状況 

 19 年度 統計情報の的確な

提供に資するため

運用している統計

関係サイトについ

て、掲載データの

充実を図ることな

どにより広く利用

され、実効性があ

るものとなってい

るか。 

   

・ホームペー

ジ収録ファ

イル 数 (A)

及びアクセ

ス件数(B) 

A※1：38 万 

8,000 件 

B：400 万件 

A： 99 万

6,000 件

B：371 万

件 

A：101 万 

8,000 件 

B：322 万

件 

A：39 万

6,000 件

B：404 万

件 

 

・ 統 計 デ ー

タ・ポータ

ルサイトア

クセス件数

※2 

 

95 万件 

 

77 万件 

 

91 万件 

 

91 万件 

総合統計書の

刊行 

年刊 5冊 

月刊 1冊 

19 年度 総合統計書の刊行

が目標値に従って

なされたか。 

年刊 6冊

月刊 2冊

年刊 6冊 

月刊 1冊 

年刊 5冊

月刊 1冊

(注)１ 17 年度～19 年度推移欄の括弧内は、無回答だった者を除いて算出した割合 
２ 17 年度は、アンケートの設問が異なっており、「今後統計調査に協力する」旨の回答をした者の割
合は把握していない。 

３ ※1 について、他のインターネット提供情報との重複排除の観点から、平成 19 年度にホームペー
ジ収録ファイルの内容を見直した結果、収録ファイル数が大幅に減少。これに伴い目標値も変更し
たもの。 
※2 について、統計データ・ポータルサイトは、平成 20 年度から政府統計の総合窓口（e-Stat）
への移行に伴い廃止することから、当該指標も変更する予定。 

４ 平成 19 年度目標設定表の指標として掲載していた「総合統計データベース（St@tNavi）収録統計
表数及びアクセス件数」については、ⅰ）平成 20 年度から政府統計の総合窓口（e-Stat）への移行
に伴い廃止すること、ⅱ）各府省のみに提供している機能であること、から本調書から除外してい
る。 

 

 ○「参考となる指標その他の参考となる情報」 

指標等 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

統計制度の見

直しの推進状

況 

我が国の統計制度が、社

会・経済情勢の変化に対

応した適切なものとなっ

ているか。 

「経済財政運営と構造改革に関する基本方針

2006」（平成 18 年７月閣議決定）等を受け、統計法

制度を抜本的に改革する新たな統計法を平成 19 年

２月に国会に提出。新たな統計法は、平成 19 年５

月に成立・公布され、同年 10 月に一部施行された

（全面施行は平成 21 年春の予定）。 
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指標等 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

「統計行政の

新たな展開方

向」の推進状

況 

中期的な統計行政の進む

べき指針として、各府省

間で申し合わせた「統計

行政の新たな展開方向」

の内容が着実に推進され

ているか。 

「統計行政の新たな展開方向」に基づく主な推進実

績の例は以下のとおり。 

・全産業分野の経済活動を同一時点で網羅的に把握

する経済構造統計の創設（平成 21 年に経済センサ

ス‐基礎調査を実施予定） 

・統計調査の整理合理化（平成 17 年度には 61 調査、

平成 18 年度には 55 調査について見直しを実施）

・オンライン等電子的手段を利用した統計調査の推

進（平成 19 年６月までに 133 調査で利用） 

産業連関表作

成のための検

討状況 

経済波及効果の測定など

の経済分析に用いられる

ほか、ＧＤＰ統計の基礎

資料等ともなる産業連関

表の作成が各府省庁の協

力の下、着実に進められ

ているか。 

平成 17 年（2005 年）産業連関表に関しては、産業

連関部局長会議において平成 17 年８月に作成基本

方針を決定し、平成 19 年２月には、同方針を踏ま

えた作成基本要綱が取りまとめられた。その後、産

業連関表の作成に携る 10 府省庁において、特別調

査や既存統計の組替作業等を実施し、これらに基づ

き国内生産額や投入・産出額を推計。現在、平成

20 年８月の速報公表に向け、各種計数の調整等を

行っている。 

標準統計分類

改定等のため

の検討状況 

各種統計の比較可能性を

高め、統計利用の向上を

図るために必要な標準統

計分類が、社会・経済情

勢の変化に応じ適切に改

定されているか。 

日本標準産業分類については、統計審議会の審議を

経て、第 12 回改定版を平成 19 年 11 月に告示。ま

た、日本標準職業分類については、職業分類検討委

員会を平成 19 年 12 月に立ち上げ、第５回改定原案

を検討中。 

統計調査の審

査による改善

状況 

統計体系の整備、統計調

査の重複是正や報告者負

担の軽減等の観点から、

指定統計調査及び承認統

計調査（統計報告の徴集）

の審査が適切に実施され

ているか。 

統計調査の審査等を通じ、平成17年度には50調査、

平成 18 年度には 44 調査（いずれも指定統計調査及

び承認統計調査）において廃止、統合、調査客体数

や調査事項の削減等の改善を実施。 

国際協力の推

進の状況 

統計に関する国際協力を

推進するため、国際統計

に関する統括事務が着実

に実施されているか。 

統計に関する国際協力を推進するために実施した

国際統計に関する統括事務の主な例は以下のとお

り。 

・国連統計委員会における審議に参加。 

・経済協力開発機構（OECD）統計委員会における審

議に参加。 

・OECD 及び欧州連合統計局主催の 2005・2008 年ラ

ウンド購買力平価算出事業に参加し、我が国の各
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指標等 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

種価格データ等の提供等を実施。また、平成 19

年２月には、非欧州国会合を日本で開催。 

・世界銀行主催の国際比較プログラム世界事業に

OECD 地域代表の一国として参加し、我が国の各

種価格データ等の提供等を実施。 

統計調査の実

施状況 

国勢の基本に関する統計

の作成 

１０件 １１件 １１件 

統計需要や調

査環境の変化

に応じた調査

の改善の検討

状況 

・19 年就業構造基本調査では、就業形態の多様化

が進展し、高齢就業者や若年無業者の問題が顕在

化しており、統計需要に的確に対応する観点か

ら、雇用情勢の変化の把握を可能とするため、過

去の調査結果と比較ができるように、概ね前回

（14 年）調査と同様の集計事項とするが、調査

事項の一部見直し等により、集計内容の充実を図

った。 

・19 年全国物価統計調査では、近年における消費

者行動の変化に加え、取引形態の複雑化、経営戦

略の多様化、小売業の大規模化など流通構造が

年々変化している中、これら店舗における価格形

成の実態がより的確に把握できるよう、調査事項

や集計事項を見直し、多様な統計需要への対応を

図った。 

 

 

３ その他特記事項 

 なし 
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